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（説明） 

青梅市立学校において実施する学校給食にかかる学校給食費の管理に

関し、必要な事項を定めたいので、この条例案を提出いたします。  
 

 

 

青梅市学校給食費の管理に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、学校給食法（昭和２９年法律第１６０号。以下「法」

という。）の規定にもとづき青梅市立学校において実施する学校給食に

かかる学校給食費の管理に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。  

 (1) 学校給食 法第３条第１項に規定する学校給食をいう。  

 (2) 学校給食費 法第１１条第２項に規定する学校給食費をいう。  

 (3) 保護者 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１６条に規定す

る保護者をいう。  

 （学校給食費の徴収）  

第３条 青梅市長（以下「市長」という。）は、学校給食を受ける児童およ

び生徒の保護者から、学校給食費を徴収する。  

 （学校給食費の額）  



第４条 学校給食費の額は、規則で定める額とする。 

 （学校給食費の納付等）  

第５条 保護者は、学校給食費を規則で定める納期限までに納付しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の納期限までに学校給食費を納付しない保護者があると

きは、期限を定めて、これを督促するものとする。 

 （遅延損害金および徴収方法等） 

第６条 保護者は、納期限後に学校給食費を納付する場合においては、当

該学校給食費に、その納付期限の翌日から納付の日までの期間の日数に

応じ、遅延損害金の額を加算して納付しなければならない。 

２ 前項の遅延損害金の額の計算および減額または免除については、青梅

市使用料等にかかる督促および延滞金の徴収に関する条例（昭和４２年

条例第６号）の例による。 

 （学校給食費の減免および徴収猶予）  

第７条 市長は、特別の理由があると認めるときは、学校給食費を減額も

しくは免除し、または学校給食費の徴収を猶予することができる。  

２ 前項の学校給食費の徴収を猶予する期間は、規則で定める期間を超え

ることはできない。 

 （委任）  

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

   付 則  

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議案第３６号 

参 考 資 料 

青梅市学校給食費の管理に関する条例要綱 

１ 制定の理由 

  学校給食法（昭和２９年法律第１６０号。以下「法」という。）の規定

にもとづき青梅市立学校において実施する学校給食にかかる学校給食

費の管理に関し、必要な事項を定めるため、本条例を制定しようとする

ものである。 

２ 制定の内容 

 (1) 定義（第２条関係） 

   用語の定義は、次のとおりとする。 

ア 学校給食 法第３条第１項に規定する学校給食をいう。  

  イ 学校給食費 法第１１条第２項に規定する学校給食費をいう。  

  ウ 保護者 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１６条に規定

する保護者をいう。  

 (2) 学校給食費の徴収（第３条関係） 

   青梅市長（以下「市長」という。）は、学校給食を受ける児童および

生徒の保護者から、学校給食費を徴収する。 

 (3) 学校給食費の額（第４条関係） 

学校給食費の額は、規則で定める額とする。 

 (4) 学校給食費の納付等（第５条関係） 

ア 保護者は、学校給食費を規則で定める納期限までに納付しなけれ

ばならない。  

  イ 市長は、前アの納期限までに学校給食費を納付しない保護者があ

るときは、期限を定めて、これを督促するものとする。  

 (5) 遅延損害金および徴収方法等（第６条関係） 

ア 保護者は、納期限後に学校給食費を納付する場合においては、当

該学校給食費に、その納付期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、遅延損害金の額を加算して納付しなければならない。  

  イ 前アの遅延損害金の額の計算および減額または免除については、

青梅市使用料等にかかる督促および延滞金の徴収に関する条例（昭

和４２年条例第６号）の例による。 
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 (6) 学校給食費の減免および徴収猶予（第７条関係） 

ア 市長は、特別の理由があると認めるときは、学校給食費を減額も

しくは免除し、または学校給食費の徴収を猶予することができる。 

イ 前アの学校給食費の徴収を猶予する期間は、規則で定める期間を

超えることはできない。 

 (7) 委任（第８条関係） 

この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 


